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の不可欠の重要な一環をなすものである。体裁はA5 判，本文は988字詰349頁 (400字詰換算約845枚) ，序につづいて
全 3 部 6 章からなる。以下順を逐って要旨を述べる。



















3 つの章からなる「第 2 部 日清戦争期の対外宣伝活動」は，全体として，文字どおり日清戦争期の戦時対外宣伝，















つづく「第 4 章 日清戦争時の対外宣伝と旅順虐殺事件」と「第 5 章 ニューヨーク・へラルド新聞と関妃殺害事
件報道」では，旅順虐殺事件と関妃殺害事件という，日清戦争期に日本が引きおこした二大不祥事の際の対外宣伝を
検討している。









以上の第 2 部を構成する 3 つの章で，日清戦争期の日本政府の対外宣伝の前提条件，極東の情報環境，宣伝活動の
実際を紹介し，それらによって，未熟で非組織的かつ後年に比すると小規模であったが，日本政府による意図的な戦
時対外宣伝活動がこの時点、から開始されたと主張する。





























ったが，本論文は， I国民国家J の確立期である 19世紀末・ 20世紀初頭に主に着目し，日本の外交をめぐる「情報J の
問題を本格的に検討している。
第三の成果は， 19世紀的イデオロギーである「文明」対「野蛮」観を，日本と欧米人の双方から再検討したことであ
る。このイデオロギーは，日清戦争の時期に福沢諭吉や内村鑑三また日本政府などが盛んに発信していたものだが，
本論文の調査により，たとえば米国の新聞も同様な立場にあったことが明らかにされた。これらの再検討のなかから，
欧米の日本観がどのように変化していったのかを， I黄禍論J の形成をも視野に入れて考察している。
さらに，以上のような新しい諸課題を究明するために，内外の未公刊史料を駆使し，それらを活字にして公表して
後学者への指針としていることも大きな貢献である。その過程で，既刊の『日本外交文書』のもつ史料的欠陥や誤り
も提示されている。とくに在米史料の発掘には積極的で，本論文ではじめて所在が明確になり，研究展望が生まれた
領域も少なくなしユ。
本論文は，このようにいくつかの成果をあげているが，まったく問題がないわけではない。
まず第一に，本論文は，従来の外務省「広報外交j という枠を越えようとしながらも，事実上は，その多くが日本
外務省が発信した(ないし発信しようとした)情報の質の問題に集中され，それ以外の主体，たとえば各国公使館，
宣教師，商人，旅行者などがどのような情報を欧米にむけて発したか，という点はほとんど検討されていない。もっ
とも本論文では，日本外務省関係のほかに，米国ジャーナリスト(旅順虐殺事件とクリールマン，関妃殺害事件とコ
ツカリル)の発信が二つの章で検討されており，外務省への片寄りを克服しようとする努力もうかがえる。
つぎに情報の受け手の問題である。たとえば日本外務省が「情報操作J した経過が判明したとすると，それが諸列
強にどう受けとめられ，対日外交にどう反映したかという問題の考察も必要となってくる。その意味で「対外宣伝」
の研究は，発信と受信の双方を検討することによって完成されるのだが，本論文をふくめ日本ではまだそこまで研究
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はすすんでいない。
さらに，小さなことだが，コツカリルを検討した第 5 章でも述べているように，米国での調査がいまだ部分にとど
まっていることである。主要部分はおさえていると推定されるが，やや不安が残る。
とはいえ，これらの問題点はほとんど今後の課題ともいうべきものであり，本論文の大きな成果と価値の高さにく
らべれば，さほど大きな問題ではない。よって本審査委員会は，本論文が博士(文学)の学位に十分ふさわしいもの
と認定する。
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